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第 10 章 翌年度の就職・採用活動時期等について 
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（1）翌年度の就職・採用活動時期の認知 

学生の採用活動を実施した企業に対し、翌年度の就職・採用活動時期について既に知っているかを伺ったとこ

ろ、「知っている」と回答した企業は、2023 年度、企業全体では 69.6%で、昨年度比では 0.1%の微増となった。 

中小企業では 64.3%で昨年度比 6.5%の増加、大企業では 77.9%で昨年度比 7.2%の減少であった。中小企業で

は、翌年度の就職・採用活動時期を把握している企業が年々増加傾向にあることが窺える。 
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（2）翌年度の就職・採用活動開始時期の周知 

翌年度の就職・採用活動開始時期が本年度と同様の時期に設定されたことについて、経済団体・業界団体、学

校などから「周知があった」と回答した企業は、2023 年度は企業全体では 44.8%と、昨年度比では 3.0%の減少

となった。中小企業では 37.7%で昨年度比では 0.6%の微増、大企業では 56.1%で昨年度比では 6.0%の減少とな

った。 

なお、『（本年度の）学生の就職・採用活動日程に関する周知』の調査結果でも、「周知があった」と回答した企

業は昨年度より減少していた。 
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【補足】周知があった団体について 

翌年度の就職・採用活動開始時期が本年度と同様の時期に設定されたことについて、周知があったと回答した

企業に対し、どこから周知があったのかを伺ったところ、2023 年度も例年通り「求人情報会社（就職関連情報ウ

ェブサイトを含む）」と回答した企業が最も多く、企業全体では 67.6%と昨年度比で 7.8%の増加となった。 

なお、『（本年度の）学生の就職・採用活動日程に関する情報を入手したコンテンツ 』の調査結果でも、「求人

情報会社（就職関連情報ウェブサイトを含む）」と回答した企業は昨年度比で増加傾向にあった。 
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翌年度の就職・採用活動開始時期が本年度と同様の時期に設定されたことについて、周知があったと回答した

企業に対し、どこから周知があったのかを伺ったところ、中小企業、大企業ともに 2023 年度も「求人情報会社

（就職関連情報ウェブサイトを含む）」と回答した企業が最も多く、中小企業では 65.8%で昨年度比では 14.6%

の増加、大企業では 69.5%で昨年度比では 2.8%の増加となった。 

なお、大企業で「経済団体・業界団体」と回答した企業に関しては、2023 年度は 50.7%となり、昨年度比で

12.3%の減少となった。 
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（3）就職・採用活動の日程についてのルール 

就職・採用活動の日程について、何らかのルールは「必要」と回答した企業は、2023 年度は、企業全体では 58.0%

と昨年度比で 3.5%増加していた。 

また、中小企業では 57.1%で昨年度比 3.4%の増加、大企業では 59.5%で昨年度比 3.9%の増加であった。 

 

 
 

  



105 

 

 

【補足 1】業種別集計（就職・採用活動の日程についてのルール） 

就職・採用活動の日程について、何らかのルールは必要か不要かの調査に関して、2023 年度の結果を業種別に

集計した。 

「鉱業、採石業、砂利採取業」、「複合サービス事業」、「農業、林業、漁業」の 3 業種では、7 割以上の企業が、

就職・採用活動の日程についてルールが必要と回答した。 

就職・採用活動の日程についてルールが不要と回答した企業は比較的少ない傾向にあるが、「学術研究、専門・

技術サービス業」では、34.6%が不要と回答している。 
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【補足 2】就職・採用活動の日程の内容への賛否 

就職・採用活動の日程について、何らかのルールは必要と回答した企業に対し、就職・採用活動の日程の内容

（広報活動は卒業前年度の 3月 1 日以降、採用選考活動は卒業年度の 6月 1 日以降）への賛否を伺った。 

「賛成（日程は現在のままでいい）」と回答した企業は、2023 年度は、企業全体では 57.8%で昨年度比 8.0%の

減少となった。 

また、中小企業では 62.5%で昨年度比 5.7%の減少、大企業では 50.9%で昨年度比 11.6%の減少であった。 
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【補足 3】就職・採用活動の日程のルールが不要な理由 

就職・採用活動の日程について、何らかのルールは不要と回答した企業に対し、就職・採用活動の日程のルー

ルが不要な理由を伺った。 

2023 年度も「決定主体にかかわらず、就職・採用活動の日程のルールを定めることに反対（ルールは不要）」

と回答した企業が最も多く、企業全体では 56.6%で、昨年度比では 14.9%の増加となった。 

次点では、「政府が就職・採用活動の日程のルールを定めることに反対」が 30.9%で、昨年度比では 14.2%の増

加であった。 
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就職・採用活動の日程について、何らかのルールは不要と回答した企業に対し、就職・採用活動の日程のルー

ルが不要な理由を伺った。 

2023 年度も「決定主体にかかわらず、就職・採用活動の日程のルールを定めることに反対（ルールは不要）」

と回答した企業が最も多く、中小企業では 58.5%で昨年度比 18.5%の増加、大企業では 53.7%で昨年度比 9.3%

の増加となった。 

なお、中小企業では「政府が就職・採用活動の日程のルールを定めることに反対」と回答した企業は 32.9%で、

昨年度比で 19.6%増加していた。一方、大企業で「今回の就職・採用活動の日程のルールの内容に反対」と回答

した企業は 9.3%と、昨年度比で 24.0%減少していた。 
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【補足 4】翌年度の就職・採用活動の日程の内容で反対である項目 

就職・採用活動の日程について、ルールの内容に反対と回答した企業に対し、翌年度の就職・採用活動の日程

の内容で反対である項目を伺った。 

2023 年度も「就職・採用活動の日程（広報活動は卒業前年度の 3 月 1日以降、採用選考活動は卒業年度の 6月

1 日以降）」と回答した企業が最も多く、企業全体では 88.0%の企業が回答し、昨年度比で 19.9%の増加となっ

た。 
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就職・採用活動の日程について、ルールの内容に反対と回答した企業に対し、翌年度の就職・採用活動の日程

の内容で反対である項目を伺った。 

2023 年度も「就職・採用活動の日程（広報活動は卒業前年度の 3 月 1日以降、採用選考活動は卒業年度の 6月

1 日以降）」と回答した企業が最も多く、中小企業では 85.0%と昨年度比で 25.0%の増加、大企業では 91.4%と

昨年度比で 15.7%の増加となった。 

なお、中小企業では「インターンシップの取扱い」と回答した企業が 33.8%と、昨年度比で 16.7%増加した。

一方、大企業では「公平・公正で透明な採用の徹底」と回答した企業が 18.1%で、昨年度比で 17.0%減少した。 
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（4）就職・採用活動の開始時期が設定されていることについて 

翌年度の就職・採用活動の開始時期が当年度同様に設定されていることについて、2023 年度も例年同様「現在

の開始時期でよい」と回答した企業が最も多く、企業全体では 33.8%で昨年度比では 4.3%の減少となった。 

また、「いずれの開始時期も自由に設定した方がよい（開始時期の設定は不要）」と回答した企業は 13.6%で、

昨年度比 0.2%の減少となった。 
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翌年度の就職・採用活動の開始時期が当年度同様に設定されていることについて、2023 年度も例年同様「現在

の開始時期でよい」と回答した企業が最も多かったが、中小企業では 37.0%と昨年度比で 3.0%の減少、大企業

では 28.7%と昨年度比で 6.7%の減少となっていた。 

また、大企業では「広報活動は自由に開始した方がよい」と回答した企業も 24.5%と多く、昨年度比で 8.0%増

加していた。一方、「いずれの開始時期も自由に設定した方がよい（開始時期の設定は不要）」と回答した企業は、

大企業では 15.5%で、昨年度比では 3.5%の減少となった。 
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（5）採用活動においての Chat GPT 対策 

2023 年度は、採用活動においての Chat GPT 対策の実施についても伺った。その結果、「実施する」と回答し

た企業は、企業全体では 0.4%、中小企業では 0.7%、大企業では該当無しとなった。 

なお、「検討中」と回答した企業に関しては、企業全体では 28.9%、中小企業では 24.0%、大企業では 36.6%で

あった。 

大企業では、Chat GPT 対策を実施すると回答した企業は皆無であったが、検討をしている企業は比較的多い

傾向にあることが窺える。 
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【補足】どのような対策を実施するか 

 

採用活動において Chat GPT への対策を実施すると回答した企業に対して、どのような対策を実施するか伺っ

たところ、計 4 社から下記の回答が得られた。 

 

≪回答事例≫ 

・これまでも行っていましたが、小論文の試験を行います。小論文を実施することによって学生の文章作成力を

図りたいと思います。学生さんが ChatGPT を使用するとしたら履歴書やエントリーシートだと思いますが、そ

こについての対策としては文章が不自然でないかのみを見たいと思います。ChatGPT などの AI を使うこと自体

はこれからの時代に沿った行動だと思いますので、使いこなせるのであればむしろ良いと思います。 

（業種：生活関連サービス業、娯楽業） 

 

・会場での簡単な筆記試験を実施 

（業種：製造業） 

 

・応募書類が ChatGPT を利用して作成したものかどうかのチェックを、逆に ChatGPT を利用してチェックす

る等 

（業種：製造業） 

 

・現時点では未実装だが、剽窃対策ソフトの導入をはじめ、諸々検討中。 

（業種：建設業） 

 

今回の回答企業では、筆記試験等による Chat GPT 使用防止の対策、及び、Chat GPT で生成された文章を見

抜くソフト等の導入を検討していることが窺えた。 

また、Chat GPT 等の AI は、これからの時代使えこなせるのであればむしろ良いといった肯定的な意見も見ら

れた。 
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第 11 章 卒業・修了後３年間の扱いについて 
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（1）卒業・修了後３年間は新卒採用枠に応募できるなどの条件設定 

政府の要請文書や申合せにおいて、卒業・修了後少なくとも３年間は新規卒業・修了予定者の採用枠に応募で

きるような募集条件を設定するなど、適切な対応が求められている。 

そのような対応を「行っている」と回答した企業は、2023 年度、企業全体では 70.7%で昨年度比 2.0%の減少

となった。また、中小企業では 67.5%と昨年度比で 6.8%減少した一方、大企業では 75.8%と昨年度比で 5.3%の

増加となった。 
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【補足】業種別集計（卒業・修了後３年間は新卒採用枠に応募できるなどの条件設定） 

卒業・修了後少なくとも３年間は新規卒業・修了予定者の採用枠に応募できるような募集条件の設定について、

2023 年度の調査結果を業種別に集計した。 

大半の業種で、半数以上の企業が「行っている」と回答したが、中でも「電気・ガス・熱供給・水道業」、「運輸

業、郵便業」、「生活関連サービス業、娯楽業」の 3 業種では 8 割以上の企業が「行っている」と回答した。「生

活関連サービス業、娯楽業」に至っては全ての企業が「行っている」と回答する結果となった。 
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（2）大学等に希望する取組や要望 

 

学生の採用活動を通して、大学等に希望する取組や要望を伺ったところ、計 108社より回答が得られた。下記に

て一部意見をピックアップした。 

 

・大学等には、政府の要請に基づいて、学生に対し、就職活動（企業研究やインターンシップは除く）の開始時

期を 3 月 1 日からに徹底するよう指導をお願いしたい。 

（業種：建設業） 

 

・コロナにより学内企業説明会の数が減少し、学生に会える機会が少なくなっている。また、年々企業からの申

込も増え、今まで毎年参加できていたのに、抽選漏れで参加できなくなってきた。先着順での申込ではなく、確

実に参加できるような開催案内をしてもらいたい。 

（業種：製造業） 

 

・社会福祉協議会について、募集枠もなかなか少ないが、大いに声掛けを行って欲しい。 

（業種：医療、福祉） 

 

・内定式直前の辞退を防ぐために学校側が学生の内定状況を把握していただき、複数内定を受諾されている学生

には単一に絞る期日を設定して、確認していただきたい。内定式直前の辞退に非常に憂慮している。 

（業種：学術研究、専門・技術サービス業） 

 

 

開始時期や学内企業説明会に関しての希望や、内定式直前の辞退を防ぐための案など、業種問わず様々な企業

から要望が見られ、意義のある調査となった。 

 

 

 

 

  



119 

 

 

（3）就職・採用活動についての意見 

 

学生の採用活動を通して、就職・採用活動について思うことを伺ったところ、計 96 社より回答が得られた。下

記にて一部意見をピックアップした。 

 

・今後、多くのやる気のある職員の採用を検討しており、インターンも含め検討しています。 

（業種：医療、福祉） 

 

・大学等に求人票を出してもほとんど効果がないため、民間の新卒紹介サービス等を利用している。 

（業種：製造業） 

 

・就職・採用活動に関して、ルールがあるものの、守っている企業は少ないように感じ、採用・就職活動の早期

化による、長期にわたる活動、翌年度の採用活動との平行が発生し、学生・大学・企業、それぞれの疲弊を実感

しております。ルールを設けるのであれば、周知活動や平等性を整えることが必要であると存じます。 

（業種：卸売業、小売業） 

 

・インターンは採用活動として利用しないようはっきりと働きかけて欲しい。また、就活サイトが採用活動の前

倒し化を煽って学生・企業両方に負担を増やし続けている現状を是正して欲しい。 

（業種：情報通信業） 

 

 

募集媒体に関しての効果や現状、また、昨今の状況による採用活動での疲弊等、この調査設問でも業種問わず

様々な企業から貴重な意見を伺うことができた。 
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